将来債権譲渡に関する一考察 by 木内 清章
 将来債権譲渡に関する一考察 
 
A Study of Assignment of a Future Credit 













民法(債権法)改正 Revision to Civil Code (Credit) 
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まず平成 25 年 2月の第 71 回部会において中間試案
が採択された。その後、この試案に対するパブリッ
クコメントをふまえて、平成 26 年 8 月の第 96 回部
会において要綱仮案、同 10 月の第 99 回部会で要綱
























































































































































現代マネジメント学部紀要 第 4 巻第 2 号（2016） 
う。 
 































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































を中心として～｣銀法 711 号 26 頁、伊藤眞｢倒産処理手
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続と担保権｣ＮＢＬ872 号 60 頁、中西正｢将来債権譲渡
担保と倒産手続｣銀法 697 号 50 頁、山本和彦｢倒産手続
における集合債権譲渡担保の扱い｣ＮＢＬ854 号 64 頁、
山本慶子｢再建型倒産手続における将来取得財産に対す
る担保権の処遇：事業収益担保の処遇を中心に｣金融法









判昭 52.3.17 民集 31 巻 2号 308 頁、最判平 9.6.5 民
集 51 巻 6号 2581 頁、最判平 21.3.27 民集 63 巻 3号
449 頁、など。 
4 これを支持する見解として、中田裕康『債権総論第三版』



















（最判昭 53.12.15）また平成 19 年最高裁判決と結論を
異にする原審（東京高判平 16.7.21）なども重要な題材
といえる。 




                                                                                    















事法務、2011 年）241 頁、などが示唆に富む。 



















16 潮見・前掲注 14）120 頁参照。 
17 潮見・前掲注 14）123 頁参照。 
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判平成 11.1.29 を踏まえて｣ジュリ 1165 号 66 頁、大嶋
正道｢将来承継債権の譲渡－民法(債権法)改正からの
視点を踏まえて－｣金法 1910 号 48 頁など。 






21 判タ 1081 号 315 頁、金判 1136 号 7 頁、金法 1635 号 38
頁。判例評釈として、池田真朗・金法 1652 号 22 頁、
千葉恵美子・ジュリ 1223 号 72 頁など。また本稿に関
連する判例研究として、大西武士｢将来債権譲渡担保の
対抗要件に関する判例｣判タ 1086 号 86 頁など。 
22 判タ 1237 号 140 頁、金法 1803 号 85 頁。また判例評釈
としては、｢＜特集＞結着！将来債権譲渡担保と国税債
権の優劣－最一判平成 19・2・15 を読んで｣ＮＢＬ854
号 10 頁以下、に多く寄せられている。 
23 東京高判平 16.7.21 金法 1723 号 43 頁。これへの評釈
として、池田真朗｢判批：東京高判平 16・7・21｣金法
1736 号 8 頁、道垣内弘人｢判批：東京高判平 16・7・21｣










25 井上・前掲注 24)・(上)43 頁、後藤・前掲注 24)97-98
頁。 
26 井上・前掲注 24)・(下)52 頁。 
27 池田真朗発言｢＜対談＞最一小判平19.2.15の評価と今









                                                                                    
30 江口直明発言・前掲注 27)15 頁。 
31 井上・前掲注 24)・(下)53 頁。 
32 池田真朗『債権譲渡の発展と特例法』（弘文堂、2010
年）202 頁参照。 
33 後藤・前掲注 24)99 頁。 







36 後藤・前掲注 24)100 頁。 
37 後藤・前掲注 24)102 頁。 




(消極)｣判評 482 号 39 頁では、賃料債権の譲受人の保
護の必要性を劣後させてとらえている。 
40 後藤・前掲注 24)104 頁。 









（新青出版、2010 年）28－29 頁参照。 















                                                                                    
45 伊藤達哉｢将来債権譲渡担保の未決着の論点をめぐる
法的考察－最一小判平19.2.15を出発点として－｣金法




ると考える。和田・前掲注 13)173-74 頁。 
47 伊藤・前掲注 45)50 頁。 
48 伊藤・前掲注 45)50 頁。 
49 潮見佳男｢民法(債権関係)の改正に関する要綱仮案の
概要－消滅時効・法定利率・保証・債権譲渡ほか－｣金
法 2003 号 6 頁、25 頁参照。川邉光信｢｢民法(債権関係)
の改正に関する要綱仮案｣と｢民法(債権関係)の改正に
関する中間試案｣の相違点－パブリックコメントはど
こまで反映されたか－｣金法 2005 号 6 頁、9頁・44 頁
参照。 
50 商事法務編・前掲注 2)128 頁。 
51 商事法務編・前掲注 2)128 頁。 
52 商事法務編・前掲注 2)129 頁。 
53 法制面でも、1998 年 6 月に｢特定目的会社による特定資
産の流動化に関する法律(旧・ＳＰＣ法)｣が成立し、さ
















2011 年）111 頁、128-29 頁参照。なお、本文括弧内の
名称は筆者が付記。 
57 小林・前掲注 56)130 頁参照。 
58 小林・前掲注 56)135 頁参照。 
59 中田・前掲注 35)24 頁参照。 
60 沖野真己｢三上報告・高山報告・後藤報告へのコメント｣
山本和彦＝事業再生研究機構編『事業再生と金融実務
                                                                                    
からの債権法改正』（商事法務、2013 年）128-29 頁参
照。 
61 小林・前掲注 56)136 頁参照。 
 
（原稿受理年月日 2015 年 11 月 20 日） 
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